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注記２：	本書における災害名称の表記については、以下のとおりとしている。	
　「平成２３年（２０１１年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）」は、「東日本大震災」	
「平成２８年（２０１6年）熊本地震」は、「平成２８年熊本地震」	
「平成３０年7月豪雨（西日本豪雨）」は、「平成３０年7月豪雨」	
「令和元年台風第１５号（令和元年房総半島台風）」は、「令和元年台風第１５号」	
「令和元年台風第１９号（令和元年東日本台風）」は、「令和元年台風第１９号」	
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「令和6年（２０２４年）能登半島地震」は、「令和6年能登半島地震」	
「令和6年（２０２４年）奥能登豪雨」は、「令和6年奥能登豪雨」
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